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政治経済学部教授白石四郎
　本学，百週年を記念した国際交流基金事業計画に関して，その一部と
　　　　　一して，趙東弼教授の招請を申請した結果，国際交流委員会の許可を幸にも得
ることができ，その結果昭和58年12月から昭和59年2月までの三ケ月間
において，その研究並びに講演の業事を行った。以下はそのことに関する報
告である。
　日本は既に先進国の地位を獲得することによって，国際的に開発途上国に
対する援助や協力の責任を負うことになった。それは世界経済全体の向上と
繁栄・安定に寄与するものであり，結果的には日本の利益にも資することに
なる。本学においても，開発途上国からの研究者・学生の受入れが年々増加
している状況はこの傾向を示すものと言えるものである。そのためには，開
発途上諸国に対する研究を深めると共に，かって開発途上国であった我国の
経験を生かすべく，その分析を更に進め，また，現在中進国と呼ばれている
諸国の研究も特に必要である。
　韓国はかっては日本の植民地であった経験があり，また，第二次大戦後の
朝鮮戦争による荒廃にょって，経済的に非常な打撃を受けていた。それが今
日では所謂「韓国モデル」と呼ぽれる開発の成功例として世界的に有名であ
り，第一次産品国から軽工業・重化学工業へと経済構造の高度化を進め，工
業品輸出がその輸出の大きな部分を占める新興工業国になっている。したが
って，韓国経済発展の解明は開発途上国の参考になる処が大きいと思はれる。
もちろん，その国の人口，天然資源，地勢，政治環境，教育水準，経済政策，
等々が重要な関係をもつことは当然である。
　趙東弼教授は昭和17年に明治大学政治経済学部を卒業し，戦後は主とし
て高麗大学で教鞭をとりながら韓国有数の経済学者としての名声をうると共
●
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　　に，特に開発経済の権威者として知られており，その意味で本学の名を高め
　　るに貢献している方である。趙教授はすでに過去に本学政治経済学部で主と
　　して開発経済学についての講義を数回担当して来たが，同時に訪日を通じて
　　研究を深めるための資料・情報の集収に努められて来た。趙教授は数年前か
　　ら本学での講義を要望しておられたが，韓国の政治情況や大学問題等があり・
　　その間，大学長（日本の学部長に充る）の職務を数度にわたり勤めたためec　）
　　来日の機会を失していたが，今回，職務上にも余猶が出たため，本学の計画
　　に応募されたのである。●　　　本計画の第一回であったため　打合せの機会が必ずしも十分でなかったの
　　で来日の時期が遅れ年末年始の期間になり，業務の遂行に不安をもたれたが・
　　幸い三回の講義も約200人の受講者があり，熱心な態度で聴講し質問も真
　　面目に行はれた。また，スタッフ・セミナーも終始緊張的雰囲気の中に実り
　　多い報告と討論が行はれた。更に，講義とセミナーには途上国からの研究者
　　　も参加し，スーダン出身のジブリル君（本学院生）が熱心に質問していたこ
　　　とが印象的であった。
　　　講義と報告・討論はテープにとっており後日公開される可能性もあるが，
　　講義要旨をこxにのべて報告の中心とする。
　　　標題は，　「途上国の経済開発問題」であり．副題として一特に韓国経済
　　　を中心として一を追加している。内容として，（1）途上国の近代化問題，
●（2）途上国の経済開発耐る諸陥（3）経済開発、資本龍｛・陥語，
　　　なっている。以下要約を行う。
? （1）途上国の近代化問題
　途上国は一般的に第二次大戦後「近代化」をスローガンとして，経済開発
を試みた。しかし，長い間，植民地または半植民地状態におかれていたので
難しい問題をかNえるようになった。
　ハーバード大学のRρgers教授は次のようにのべている。先進国は近代化
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において「要因が自分の歴史の胎内に芽生え，それが成熟し，それが歴史を
前の方に進める力になった」，いはぽ，自律的な変化を起したのである。
　しかし，途上国はこのような先進国のパターンではなくて他律的な変化を
おこしているのである。いはx’社会の前進的変化とか，または，経済の開発
が「外からの衝撃」をうけてはじまっているとの説明である。別の言葉で言
えば，歴史の発展の動因が外からのインパクト（衝撃）によるのであるとい
う解釈である。
　途上国のこのような近代化，または経済開発のパターンは外から衝撃を与
えた国の影響を強く受けるのが一般的である。
　李朝時代末期以降の韓国経済，または第二次大戦後の韓国経済はこのよう
な面をもっている。前者においては日本の影響を，後者においてはアメリカ
の影響をつよく受けているのである。
　それでRogers教授は先進国の近代化のパターンを「irnmanent　change」
内在的変化と言ひ，後進国の近代化パターンを「contact　change」接触
的変化と言っている，自律的変化と他律的変化の意味をもっている。
　しかし，途上国が先進国の影響を受けても「自主性」が強ければ，また，
「主体性」が確立していれば，外国の衝撃を「選択的」に受け入れるのであ
ると説明している。1868年以降の明治時代からの日本はそのような例の一
つである。
　自主性がない時には「直接的影響」を受けることになる。 ●
（2）途上国の経済開発における諸問題
①第一に資本が問題である。
　植民地，または半植民地状態に長い間置かれていたので，民族資本の蓄積
がないのが一般的な事実である。
　それで，所要資本の調達，または形成が一番重要な課題になっている。し
かし，所得水準が低いので貯蓄率が低い，したがって資本形成率が低い。ヌ
t
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●ルぞセ教授の言うように，「貧困の悪循環」が相当な期間続くことになる。
　②　技術の問題
　ジンガーSinger教授の言うように，一国の経済発展は「資本と技術」が
絶対的条件であるのに，技術水準が低いことが問題である。　　　’
　それで，先進国のノウハウを入れることや，教育の普及をはかることが必
要であるが，その資金と財源が問題になる。したがって，一般的に先進国の
技術を入れ消化することができない状態が長く続くことになる。
　教育の普及，または教育水準の向上と相侯ってはじめて技術の発展も徐々
に行はれる。したがって，途上国では一般的に近代化なり経済開発なりが非
常に緩いテンポで行はれる所以である。
　アメリカや日本では年間に技術開発に投入する資金がGNPゐ3％内外な
のに，韓国ではO．6％の線に停っている。他の途上国もこのような状態にあ
る。
　産業構造上，二次産業の構成比が重くなっても，その内容は素材工業とか
機械産業等の比率が低く，加工的な軽工業の比重が重くなっている。
　③　社会意識の問題
　途上国の経済問題を論ずる学者の中では，　「後進国の経済開発には経済的
な条件だけではなく，非経済的な条件が重要である」と言う人々がある。
　言はば旧い意識，または慣習等が経済開発を遅らせていることになる。勤
労意欲や生活向上への関心をもたないことである。
　一番複合的な例としてインドなどの例を挙げることができる。彼等は言語
の多様性，封建的な身分性。宗教的な彼岸性，Daseitigkeitのために現
実的な発展に対する阻害要因になっている。
　このような社会の複合性pluraiityが問題なのである。
　④社会間接資本の欠如
　経済開発に必要な直接投資は社会間接資本の投資が先行するのでなければ
ならない。工業立地の整備・道路・港湾の造成，電力の確保，輸送力の拡張，
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工業用水，住宅問題，等はそのような間接資本を意味する。直接投資の効率
を高める，或いは，直接投資を誘致するにはこの種の間接資本の先行投資が
不可欠である。
　しかし，途上国では資本が問題である。もちろん，第二次大戦後，世界銀
行，アジア開発銀行，などの融資はあるが，それでも限界がある。
　また，間接資本は直接に生産物を産出するものではないから，インフレー
ションの誘発をもたらす危険性がある。途上国が一般的に経済開発政策を推
進すると共にインフレーションになり易いのもその遠因はそのような処にあ
ると思はれる。
　（3）経済開発と資本問題
　前述のように途上国は資本不足・低技術水準，或いは，複合的社会が重な
り合っている。このような問題を解決することや・経済開発・社会的発展の
ためには結局資本が問題になる。最も重要なことは自分の力で自分の必要と
する資本をつくることである。
　しかし前述のように「貧困の悪循環」のために資本形成率は低い。途上国
で消費節約を論じたり，デモンストレーション効果を防こうとするのである。
これは貯蓄性向を高めることである。
　第二次大戦後，先進国の間で貯蓄率が最も高い国は日本と西ドイツである。
日本が最も高かった時には36％の貯蓄率を示したことがあり，西ドイツは
28％であった。そして，台湾も大部前から20％を越している。
　貯蓄率の高い国が経済の成長率が高く，経済の安定性も強い。韓国は1962
年からの5個年計画が始まってから貯蓄性向が高く・な傷煽駐導頃．鷺2と23％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘’　・「’”　　　　　　　　伽鐸．群・H
前後になった。
　途上国は低い資本形成を克服するために「外資」を導入せざるをえなかっ
た。外債の残高が増える原因の一つである。83年末に途上国全体の外債残
高は8000億ドルを突破したと言はれる（世界銀行発表）。　1982年末には・
●
、
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7660億ドルであったので，5．7％増えたことになる。
　韓国も83年末に406億ドルになった。もちろん，債務返還比峯が危険水
準に達していないとは言っているが，GNPの55％にもなっている事実は
警戒を要すると言はざるをえない。
　一般的に途上国は経済開発をあせって投資効率や市場問題に関して正確な
分析なしに外資を導入し．成長率を誇示する傾向が強いのは危険な傾向であ
る。
　途上国の外債の累積問題は今後の世界経済における重要問題である。現在
ブラジル，アルゼンチン，メキシコ等の外債問題は西側先進国（特に，アメ
リカ，日本，西ドイツ）の金融面に不安を増大させている。したがって，途
上国は外資の導入に当り，自国経済の，①吸収能力，②市場の検討，③償還
能力，に対して十分な考慮が必要である。
　高い成長率が必ずしも経済の安定を意味するものではない。安定的成長の
パターンを追求せねばならぬのである。
　（4）結　　語
　日本の明治維新以後の約120年の間の経済成長，世界でGNP第二位に
なった実績については，「すべての結果はそうならざるをえない原因がある
のだ」と言った哲学者カントの言葉を想起させるものである。
　日本の発展には日本国民の中に原因がある。進取的思考，勤勉な生活，緻
密な熟慮等は日本人の徳性の一つである。
　学生諸君は「恵まれた自由」の中で世界を広く眺め，それから事物を深く
考えて欲しい。日本の若い世代はアジアにおいて，外部の者の立場でなく，
内部の者の立場で考え行動して欲しい。そのような時に始めて日本の人々が
アジアの人々から尊敬されるのである。
　以上のような講義の中で，途上国の発展を経験的に分析された趙教授
の短期間ではあるが示唆に富んだ学説が展開された。特に日本人よアジ
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ア人たれと言う言葉は大きな感銘を与えるものであった。
　今後もこの種の交流が行はれ，立派な成果を期待し，この計画の成功を祈
るものである。
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